
再評価結果（平成２６年度事業継続箇所）
担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：茅野 牧夫

事業名 一般国道２３１号 雄冬防災 事業 一般国道 事業 国 土 交 通 省
お ふ ゆ

区分 主体 北海道開発局

起終点 自：北海道石狩市厚田区安瀬 延長
ほつかいどういしかり し あつ た く やそすけ

至：北海道石狩市浜益区雄冬 １１．６㎞
ほつかいどういしかり し はまます く お ふゆ

事業概要

一般国道２３１号は、札幌市を起点とし、石狩市を経由して留萌市に至る延長約１３０ｋｍの幹線道
路である。

このうち雄冬防災は、落石崩壊等による危険箇所及び落石・雪崩の特殊通行規制区間の解消を目的と
した、石狩市厚田区安瀬から浜益区雄冬に至る延長１１．６ｋｍの事業である。

Ｈ６年度事業化 Ｈ－年度都市計画決定 Ｈ６年度用地着手 Ｈ６年度工事着手
（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約６６９億円 事業進捗率 ８０％ 供用済延長 ５．８km

地域の防災面の課題

・平成５年度には、土砂崩れ、落石により約５，１３０時間の通行止めが発生。
・当該区間の防災面の課題は、石狩市浜益地区（人口：１，６０７人）において日常生活や経済活動を

営む上で重大な障害及び不安要素となっており、石狩市からも改善の要望が出されているなど地域の
喫緊の課題となっている。

・現道には、防災上の対策必要箇所が７６箇所（落石・崩壊：４５箇所、岩盤崩壊：２５箇所、
雪崩：５箇所、地吹雪：１箇所）、異常気象時の特殊通行規制区間が２区間（落石、雪崩）存在し、
また、「送毛工区」の現道トンネルには、クラックの増加・発展がみられ、変状の進行が確認される
ことから、いずれも早急な対策が必要。（北海道開発局道路防災技術専門委員会（Ｈ２５.１０））

課題を踏まえた対策・事業内容

・「太島内工区」、「雄冬工区」、「浜益工区」は、防災上の対策必要箇所に対して、外力が大きく現道で
の対策が大規模となり困難であるため、災害要因の解消、現道交通への影響、事業期間及び経済性を
防災上の視点から技術的に比較考慮した結果、高波、土砂崩れ・落石、雪崩の危険区間を回避する別
線トンネルの整備が妥当。（北海道開発局道路防災技術専門委員会（Ｈ２５.１０））

・「送毛工区」の現道トンネルは、変状が進行していることから、災害要因の解消、現道交通への影響、
事業期間及び経済性を防災上の視点から技術的に比較考慮した結果、熱水変質を受けた強変質層を
極力避けた別線トンネルの整備が妥当。（北海道開発局道路防災技術専門委員会（Ｈ２５.１０））

・別線トンネルを整備することにより課題箇所を回避。

事業の効果等 費用 (残事業)/(事業全体)

①走行時間の短縮等（６３億円(残事業＝３６億円)） ９４／７７０億円

②災害による被害の回避等（２０７億円（残事業２２億円）） 事 業 費： 95/ 771億円
・岩盤崩壊等による通行止め時の迂回の解消 維持管理費：-0.95/-1.5億円
・救急搬送の効率化及び遅延の回避
・余裕時間の短縮

③地域住民の不安感の解消（５３３億円(残事業＝５３３億円)）
・走行時の安心の確保・不安の解消

関係する地方公共団体等の意見

地域から頂いた主な意見等：
石狩市など６市１町１村の首長で構成される｢北海道石狩地方開発促進期成会｣より事業促進の要望を

受けている。

知事の意見：
落石崩壊等による危険箇所及び落石・雪崩の特殊通行規制区間の解消等が図られ、道民生活の向上や

経済・社会活動の活性化に寄与することから、当該事業の継続について異議はない。
なお、事業の実施にあたっては、環境への影響を最小限にとどめること。また、徹底したコスト縮減

を図るとともに、これまで以上に効率的・効果的に執行し、早期供用を図ること。



事業評価監視委員会の意見

当委員会に提出された再評価原案準備書の対応方針については、北海道開発局案を妥当と判断する。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・深川・留萌自動車道が深川ＪＣＴ～留萌大和田ＩＣまで開通
・道央圏連絡道路が江別東ＩＣ～蕨岱ランプまで開通
・市町村合併により、｢石狩市｣が誕生
・石狩湾新港 石狩ＬＮＧ基地稼働

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成6年度に工事着手して、用地進捗率９９％、事業進捗率８０％となっている。
残事業の内容（新雄冬岬トンネル １，５５５ｍ等）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

平成２５年度 石狩市浜益区送毛～石狩市浜益区送毛 Ｌ＝３．８ｋｍ（２／２）開通予定。
平成２７年度 石狩市浜益区雄冬～石狩市浜益区雄冬 Ｌ＝２．０ｋｍ（２／２）開通予定。

施設の構造や工法の変更等

施設の構造や工法等の変更はないが、引き続きコスト縮減に取り組んでいく。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

事業の必要性・重要性は変化なく、防災面の効果が見込まれるため。

事業概要図

※１ 事業の効果に記載している金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して算
出した値であり、試算値を含む。

※２ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。


